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五條市人事行政の運営等の状況 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（１）職員の採用及び退職等の状況（H31.4.2～R2.4.1） 

採用 退職 計 

１６人 １８人 ▲２人 

 

（２）部門別職員数の状況（単位：人） 

区 分 

部 門 

職 員 数 対前年 

増減数 令和２年 平成３１年 

一 

般 

行 

政 

議  会 ４  ５  ▲１  

総  務 ８２  ７９  ３  

税  務 １６  １７  ▲１  

労  働 ０  ０  ０  

農林水産 ２８  ３１  ▲３  

商  工 ７  ７  ０  

土  木 ４５  ５０  ▲５  

民  生 ９９  ９５  ４  

衛  生 ３５  ３４  １  

小  計 ３１６  ３１８  ▲２  

特別 

行政 
教  育 ４６  ４５  １  

公
営
企
業
等 

水  道 １５  １５  ０  

下 水 道 ５  ５  ０  

そ の 他 ２３  ２４  ▲１  

小  計 ４３  ４４  ▲１  

合   計 
４０５  

(４７５) 

４０７  

(４７５) 

▲２  

(０)  

   （注）各年４月１日の人数です。（ ）内は条例定数の合計です。 

 

（３）全職員の平均年齢 （各年４月１日現在） 

 令和２年 平成３１年 

平均年齢 ４１歳５月 ４１歳３月 
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２ 職員の人事評価の状況（令和元年度） 

  令和元年度は、年２回（上期・下期）の評価を実施しました。業績及び

能力を項目ごとに評価したうえで、職員力・組織力の向上を総合的に判断

する人事評価制度を実施しました。  

 

 

３ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区分 
住民基本台帳人口 

(R2年1月1日) 
歳出額 Ａ 実質収支 人件費 Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考)H30年

度の人件費率 

元年度 
人  

30,107 

千円 

21,529,920 

千円 

199,398 

千円 

2,911,735 

％ 

13.5 

％  

15.0 

※人件費には、特別職・議員に支給する給料・報酬などを含みます。 

※普通会計とは、五條市の場合、一般会計と墓地事業特別会計及び大塔診療所特別会計を含

めた数値で、その他の特別会計や水道事業会計を除いたものです。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 
職員数

（Ａ） 

給 与 費 一人当り 

給与費(B/A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

元年度 
人 

363 

千円 

1,256,760  

千円 

223,554  

千円 

500,339 

千円 

1,980,653  
5,456 千円 

※職員手当には退職手当を含みません。 ※職員数は、平成 30 年 4 月 1 日現在の人数です。 

 

（３）職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在） 

区   分 五 條 市 国 

一般行政職 
大学卒 182,200 円  182,200 円  

高校卒 150,600 円  150,600 円  

技能労務職 高校卒         150,600 円  － 

 

（４）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在） 

     経験年数  

区分 

10～15 年未

満 

15～20 年未

満 

20～25 年未

満 
25～30 年未満 

一般行政職 
大学卒 258,700 円 305,600 円 354,500 円 378,100 円 

高校卒 221,500 円 260,500 円 318,000 円 348,000 円 

技能労務職 高校卒 該当者なし 該当者なし 303,900 円 313,600 円 

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合の採用後の年数です 

（前職がある場合は前職での経験年数を加味しています）。 
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（５）期末・勤勉手当の状況（令和元年度）  

五    條    市 国 

 期末手当 勤勉手当  期末手当 勤勉手当 

２．６０月分 １．９０月分 ２．６０月分 １．９０月分 

 

（６）退職手当の状況（令和元年度）  

区分  

支給率  

五條市  国  

自己都合  応募認定・定年 自己都合  応募認定・定年 

勤続 20 年  19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年  28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年  39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特別措置（2～45%） 定年前早期退職特別措置（2～45%） 

1 人当たりの平均支給額 6,006 千円 21,455 千円 ―  ―  

※退職手当の 1 人あたり平均支給額は、令和元年度に退職した全職種に係る職員に支給さ

れた退職手当の平均額です。 

 

（７）地域手当（令和２年４月１日現在） 

国基準では地域手当の不支給地域となるため、同様に支給していません。 

 

（８）特殊勤務手当（普通会計）  

支給実績（令和元年度決算） 364 千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 28,000  円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 3.6  ％  

手当の種類（手当数） 5 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対 

する支給単価 

感染症予防業務 

手当 

感染症予防のために

従事した職員  

感染症予防のための庁

舎外での業務  
１回 750円 

行旅死亡人取扱 

手当 

行旅死亡人の取扱い

に従事した職員  

行旅死亡人取扱いのた

めの庁舎外での業務  

１回につき 

 死亡人 1,500円 

介護職員手当 養護老人ホーム花咲

寮に勤務する職員  

養護老人ホームの介護

業務  
月額 1,500円 

し尿処理従事手当 クリーン・オアシス

に勤務する職員  

し尿処理業務  
月額 2,500円 

ごみ処理従事手当 みどり園に勤務する

職員  

ごみ処理業務  
月額 2,500円 
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（９）時間外勤務手当（普通会計）  

支給実績（令和元年度決算）  99,643 千円 

職員1人あたり平均支給年額 (元年度決算 ) 383 千円 

支給実績（平成30年度決算）  104,110 千円 

職員1人あたり平均支給年額 (30年度決算 ) 402 千円 

※職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和元年度決算）」と

同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の

支給対象とはならない職員を除く。）です。 

 

 

（１０）その他の手当（普通会計）  

手当名 内容および支給単価 

国の 

制度 

との 

異同 

国の 

制度と 

異なる 

内容 

支給実績 

(元年度) 

支給職員 

平均支給 

年額 

扶養 

手当 

配偶者 6,500円、扶養親族 子 10,000

円（満 16 歳~満 22 歳の子 1 人につき

5,000 円加算）、父母等 6,500 円 

同じ ― 
35,934 

千円 

239,560 

円 

住居 

手当 

借家・借間居住者最高限度額 27,000

円 

持ち家居住者 1,000 円 新築・購入後

5 年間 2,500 円 

一部 

異な

る 

持ち家  

居住者

に支給  

14,263 

千円 

101,879 

円 

通勤 

手当 

交通機関利用者は 55,000 円まで全額

支給。最高限度額 55,000 円。自動車

等使用者 2km 未満は不支給、2km 以

上距離により 2,000 円～31,600 円支

給 

同じ ― 
25,572 

千円 

89,101 

円 

管理職 

手当 

給料の月額に対し 部長級 12.5%  

次長級 11.5% 課長級 9.5％  

課長補佐級 7.5% 

異な

る 

国は  

定額で

支給  

44,188 

千円 

433,216 

円 

 

 

 

 

 

 



5 
 

（１１）特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）  

区分 給料月額等 期末手当 
退職手当 

算定方式 支給時期 

給

料

・

報

酬 

市長 
811,000

円 

3.10 月 

給料月額×在職月数×54/100 

任期満了、もし

くは退職または

死亡した時 

副市長 
684,000

円 
給料月額×在職月数×31.5/100 

教育長 
606,000

円 
給料月額×在職月数×27/100 

議長 
538,000

円 

3.40 月  副議長 
469,000

円 

議員 
418,000

円 

※市長・副市長・教育長の期末手当については、財政状況を踏まえ平成２７年度以降、人事院

勧告に準じた引上げの改正を行っていません。 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間の状況 

１週間の 

勤務時間 

１日の 

勤務時間 

勤務時間の 

開始時刻 

勤務時間の 

終了時刻 
休憩時間 

38 時間 45 分 7 時間 45 分 8 時 30 分 17 時 15 分 60 分 

 

（２）休暇の状況 

  ① 年次有給休暇 

１年を通じ２０日以内の年次有給休暇を取得することができ、その年に取得

できなかった日数がある場合は、２０日を限度として翌年に繰り越すことがで

きます。 

《取得状況》 

令和元年中の平均取得日数 平成３０年中の平均取得日数 

６．７日 ６．２日 

 

  ② 特別休暇 

年次有給休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別な休暇が認めら

れます。主要なものは次のとおりです。 
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種類 付与日数 

公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間 

証人等として国会等に出頭する場

合 

必要と認められる期間 

ボランティア休暇 ５日 

結婚休暇 ５日 

産前休暇 産前６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内 

産後休暇 産後８週間まで 

妻の出産 ２日 

男性職員の育児参加のための休暇 ５日（配偶者の出産予定日前６週間から出産 

後８週間の期間に対象の子を養育） 

子の看護のための休暇 ５日（子２人以上は１０日） 

忌引休暇 配偶者・父母：７日、子：５日、祖父母等：３日 等 

夏季休暇 ６日 

病気休暇 医師の証明書等に基づいて最小限度必要と認める日

数 

介護休暇 連続する６月の期間内において必要と認められる期

間 

 

  ③ 育児休業・育児部分休業 

    育児休業は職員が育児をするための休業制度で、最長３年間休みを取るこ

とができます。 

また、育児部分休業は１日の勤務時間の一部を勤務しないことができる制 

度です。 

   《令和元年度取得状況》 

育児休業 １５ 人 

育児部分休業 ４ 人 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

  

 ○令和元年度の状況 

分限処分 
免職 降任 休職 降給 合計 

０ 人 ０ 人 ７ 人 ０ 人 ７ 人 

懲戒処分 
免職 停職 減給 戒告 合計 

０ 人 ０ 人 １ 人 ２ 人 ３ 人 

※ 分限処分は、公務能率の維持を目的に行われる処分です。心身の故障（負傷・ 
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疾病）などにより、本人の意に反して休職又は免職させます。この場合、退職 

手当などに不利益な取扱はされませんが、月々の給与又は賞与においては減額 

の対象になります。 

※ 懲戒処分は、服務規律違反に対する制裁として行われる処分です。 

 

６ 職員の服務の状況 

（１）服務に関する基本原則の概要 

  ① 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務  

職員は職務遂行に当たって法令、条例、規則等に従い、かつ上司の命令に従 

わなければならない。  

 

  ② 信用失墜行為の禁止  

職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為を行ったりして 

はならない。  

 

  ③ 秘密を守る義務  

職員は在職中、退職後を問わず職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。  

 

④ 職務に専念する義務  

職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行しなければならない。  

 

  ⑤ 政治的行為の制限 

職員は政党その他の政治的団体の結成に関与する等の政治的行為が禁止さ 

れている。  

 

  ⑥ 争議行為等の禁止  

職員は争議行為等が禁止されている。  

 

  ⑦ 営利企業等の従事制限  

職員は営利企業等に従事することが制限されており、従事する場合は許可を 

受けなければならない。  

 

（２）職務専念義務免除制度の概要  

職務専念義務は、①研修を受ける場合、②厚生に関する計画の実施に参加する

場合、③任命権者が定める場合に限り免除されます。 

 

（３）営利企業等従事許可制度の概要  

地方公務員法第３８条の規定により、職員は、営利を目的とする私企業を営む
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ことを目的とする団体の役員等への就任、自ら営利を目的とする私企業の経営、

報酬を受けての事業への従事などは禁止されていますが、「職員の営利企業等の

従事制限に関する規則」に定める基準に適合する場合には許可できます。  

 

① その職員の占めている職と当該営利企業との間に特別の利害関係がなく、

かつ、その発生のおそれがない場合 

② その職員の職務の遂行について支障がなく、かつ、その発生のおそれがな

い場合 

 

 

７ 職員の退職管理の状況 

 

地方公務員法に基づき、五條市職員の退職管理に関する条例により、適正な退職

管理に取り組んでいます。条例では、課長級以上の職の経験がある元職員が、退職

後２年間に営利企業等に再就職した場合、再就職先の名称や地位等を届けることと

しています。また、退職前の職務に関して、現職職員への働きかけを行うことが禁

止されています。なお、昨年度退職した者で再就職の届出はありませんでした。 

 

 

８ 職員の研修の状況 

 

【人材育成基本方針の概要】 

本格的な地方分権社会に対応するため、これまで必要とされてきた職務遂行能

力に加え、課題を発見し、それを自主的・主体的に解決し、個性豊かで活力に満

ちたまちづくりを積極的に推進していく能力が求められている状況において、平

成２６年５月地方公務員法の改正を踏まえ、組織が主体となり、より効率的で実

効性の高い人材育成の取組を進めるため、平成２２年度に策定した「五條市人材

育成基本方針」を平成２７年１１月に改定しました。 

 

  ○研修の実施状況（令和元年度） 

区 分 研修内容 
受講者数 

（のべ人数） 

奈良県市町村職員研修 

センター 

○各種階層別研修（新規採用者、新任課

長） 

○専門研修（土木建築技術系、簿記、契

約事務、パソコン、ハードクレーム対

応、文書作成力向上、ファシリテーシ

ョン、滞納整理、地方公会計等） 

７７ 人 
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その他派遣研修 ○全国市町村国際文化研修所（住民税

課税事務、児童虐待への対応 等） 

○全国市長会（人事管理研修） 

○奈良県（市町村実務研修） 

〇陸上自衛隊（隊内生活体験研修）等 

３９ 人 

市独自研修 ○人権問題職員研修 

○新規採用職員研修（採用時研修、市内

実地研修、フォローアップ研修） 

３２８ 人 

 

 

９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の健康管理について 

   労働安全衛生法に基づき、職員の安全及び健康を確保するとともに、快適な職 

場環境の形成を促進するため、定期健康診断、産業医の保健指導・健康相談を実 

施しています。 

 

（２）公務災害の発生状況（令和元年度） 

公務災害補償制度は、職員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合

に、その災害によって生じた損害の補てんと職員・遺族の援護を図るために必要

な事業を行うことを目的とした制度です。令和元年度の認定はありませんでし

た。 

 

（３）共済組合制度の概要 

   職員は、奈良県市町村職員共済組合（幼稚園教諭については公立学校共済組

合に加入しています。 

   共済組合は、相互扶助の精神によって組合員及びその家族の生活の安定と福

祉の向上を目的として設けられており、組合員である職員の掛金と地方公共団

体の負担金を財源として、その目的を達成するために、次の事業を行っていま

す。  

 

○短期給付事業 ･･･ 組合員と被扶養者の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は  

災害に対して、必要な給付を行っています。  

○長期給付事業 ･･･ 組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の 

給付を行っています。  

○福祉事業   ･･･ 組合員と被扶養者の病気の予防と、健康増進のための保

健事業、貯金、貸付、宿泊事業を行っています。 
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（４）その他福利厚生事業 

   地方公務員法の趣旨に基づき、市職員の厚生及び共済を図るため、五條市職員

互助会を設置し、職員からの会費をもとに運営しています。 

   主な事業は、慶弔金や人間ドック受診費用助成などの給付事業を行っています。 

 

 

１０ 公平委員会の業務の状況（令和元年度） 

 

職員は、公平委員会に対し、給与など勤務条件に関し、市の当局より適当な措

置をとられるよう要求することができます。また、懲戒処分など不利益な処分を

受けたときは、同委員会に対し審査請求をすることができます。職員の苦情処理

については、勤務条件に必ずしも至らないような職員の苦情に適切に対応するた

めに設けられています。令和元年度はこれらの業務はありませんでした。 


